
関係部署に回覧をお願いします。 

         

土木学会継続教育（CPD）認定プログラム（５.2 単位） 

日 本 技 術 士 会 登 録 コード 100（５.17CPD 単 位 ） 

土 木 施 工 管 理 CPDS 認 定 プログラム（５ユニット） 

建設コンサルタンツ協会 CPD 認定プログラム（５.16 単位） 
●当講習会は CPD・CPDS 登録者の方のみを対象としたものではありません。本テーマに興味のある方はどなたでも受講いただけますので、ぜひご参加ください。 

 

開催日 ： 令和 ５年 ８月 ２３日（水）  【東  京】 

                    令和 ５年 ８月 29 日（火）  【名古屋】 

                    令和 ５年 ９月  5 日（火）  【大  阪】 
 

主  催 ：  一般財団法人 経 済 調 査 会 
 

 

                             後  援 

 

公益社団法人 土 木 学 会  公益社団法人 日 本 技 術 士 会 

一般社団法人 建 設 コンサルタ ンツ協 会  一般社団法人 全 国 建 設 業 協 会 

一般社団法人 全国測量設計業協会連合会  一般社団法人 全国地質調査業協会連合会 

一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会  一般社団法人 全 日 本 建 設 技 術 協 会 

一般社団法人 日 本 橋 梁 建 設 協 会  一般社団法人 日 本 建 設 業 連 合 会 
一般社団法人 日 本 道 路 建 設 業 協 会  一般社団法人 ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会 

 

本講習会では、我が国の公共工事における契約変更の実際について、設計変更と工期設定に焦点を

当て、本講習会テキスト「改訂 公共工事における契約変更の実際」の編著者である 木下誠也 氏をは

じめ執筆者４名により、その実例について、解説します。また、我が国の公共調達における公正、合理性の

改善に向けた課題提起の一環として、米国の調達制度、積算、契約変更を巡るクレーム・紛争処理等を

紹介します。 

    つきましては、国や地方公共団体等の発注者をはじめ、工事の施工に従事する方、建設コンサルタン

ト・CM 等の受注者の方など、公共工事に携わる皆様が多数参加され、契約・設計変更についての研鑽

を積まれます様、ご案内申し上げます。 

 

契約変更、設計変更の円滑化に向けて 

公共工事の契約と設計変更に関する講習会 

－受発注者のための設計変更と工期設定－ 

開催のご案内 

 



講習会プログラム 
受付開始 9：30 より 

※本講習会は CPDS・CPD 認定講習会です。土木施工管理 CPDS につきましては、学習履歴申請を当会が代行して行います。
専用の FAX 申請用紙を講習会当日に配布いたします。土木学会、技術士会、建設コンサルタンツ協会 CPD につきましては、講
習会当日に専用の受講証明書を配布いたします。 
 

【図書テキストのご案内】 

時  間 項     目 講 師 

10：00～1１：１0 

◆基調講演 

・我が国の公共調達における入札契約制度の変遷 

・品確法改正に伴う公共工事の契約と設計変更 木 下 誠 也 
博士（工学） 
技術士（建設部門・総合技術監理部門） ◆海外の公共工事の積算と契約の変更 

・我が国と海外における 
公共工事の積算と契約制度の比較 

1１:２0～１２：３０ 

◆工期の設定 
・施工計画と積算 
・契約変更における工程表作成の留意点 
・工期と採算 

桑 原 茂 雄 
技術士（建設部門） 
特別上級土木技術者 
（施工マネジメント/土木学会） 

12:30～１3：３０ 昼 休 憩  

1３:３0～1４:５0 
◆条件明示と設計変更 
・設計変更の事例と主要な契約約款の規定 

和 田 祐 二 
技術士（建設部門 
・総合技術監理部門） 

１５：００～１６：３０ 
◆設計変更と会計検査 
・会計検査院の設計変更に係る指摘事例を紹介 

芳 賀 昭 彦 
（元会計検査院第４局 
農林水産検査第4課長） 



開  催  要  領 

 
 

会  場  一  覧 
 

 
 

申込み先および受講料・図書テキスト代振込先 
 

参加申込みをされる開催地の振込口座をご利用ください。 

※振込手数料は、お客様のご負担でお願いいたします。 

１．講  師 木下 誠也 日本大学 危機管理学部 教授 
（元 国土交通省近畿地方整備局長） 

桑原 茂雄 株式会社 淺沼組 執行役員・戦略事業推進部長 
和田 祐二 一般財団法人経済調査会 技術顧問・参与 

（元 内閣府沖縄総合事務局 南部国道事務所所長） 
芳賀 昭彦 一般財団法人経済調査会 技術顧問・参与 
          （元 会計検査院第４局農林水産検査第４課長） 

２．受講料 1 名 ８,５00 円（税込み） 
 
3．テキスト 

                                                 （定価 4,950 円・税込み） 

①図書テキスト  「改訂 公共工事における契約変更の実際」  特別価格４,５00 円（税込み） 

②講習会専用サブテキスト（受講者全員に無料配布します） 

※①図書テキスト（ご購入申し込みの方）、②サブテキストは、講習会当日にお渡しします。 
※①図書テキストを既にお持ちの方は講習会当日必ずご持参ください。 

4．申込方法 受講申込書に必要事項を記入のうえ、参加希望する地区の担当支部へ FAX にて 
お申込みください。 

5．申込締切 講習会 1 週間前まで受付いたします。※但し定員になり次第、締切といたします。 
6．その他 ①お申込み受付後、受講証を送付しますので、当日、ご持参ください。 

※請求書等の書類送付をご希望の方⇒受講証と一緒に送付させていただきます。  
②筆記用具をお持ちください。 

開催地 本・支部名
（参加料・テキスト代）

振込口座
口座名義

問い合せ番号
申込FAX

東京
本部業務部
第一業務室

三井住友銀行　銀座支店
当座　０２２６０２６

（一財）経済調査会
一般会計

TEL 03-5777-8222
FAX 03-5777-8237

名古屋 中部支部
三井住友銀行　ベイサイド支店

当座　６０２４９０５
（一財）経済調査会

中部支部
TEL 052-221-8386
FAX 052-204-0170

大阪 関西支部
三井住友銀行　ベイサイド支店

当座　６０２４９０６
（一財）経済調査会

関西支部
TEL 06-6233-2020
FAX 06-6233-2011



一般財団法人 経済調査会 行 
下記内容をご記入のうえ、開催地の FAX 番号にてお申込みください 

公共工事の契約と設計変更に関する講習会 申込書 

受講地区（ご希望の開催地に〇をご記入ください） 
（ 8/２３東京 ・ 8/２９名古屋 ・ ９/５大阪 ）

申込み日 

２０２３年   月   日
官公庁名・会社名（フリガナ） 所属部署名 連絡担当者名 

所在地 〒 TEL 

FAX 

 参    加   者 

所属部署 氏    名 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

◎受講料  ８,５00 円（税込み）×    名  ＝   円 

合計 
◎図書テキスト （定価 4,950 円）

「改訂 公共工事における契約変更の実際」  特別価格  ４,５00 円（税込み）×  冊   ＝  円 円 

【お支払い方法について】 

※図書テキスト代および受講料は、お申し込み後、パンフレット記載の口座に開催日までにお振込みをお願いいたします。

なお、受講後のお支払いとなる場合は、担当支部へご連絡ください。

 月       日に 振り込みます。 

・ 必要書類があれば送付いたしますので、ご記入ください（下記書類は受講証送付時に同封いたします）。

ａ．見積書        枚    ｂ．請求書        枚     ｃ．納品書        枚  書類宛名指定（  ） 

※受講せずに、図書テキストのみ購入申込の方へ    発行日付 □発行日 □空欄 □指定（    月    日） 

この場合、通常の書籍ご注文として手配いたします。講習会同様 FAX にてお申込みください。図書は請求書を同封いたしますので、到着後にお振込みください。 

《
書
籍
申
込
書
》

 （定価 ４,９50 円） 《通信欄》
改訂 公共工事における契約変更の実際  価格 ４,５00 円×   冊 

 送料   450 円 

計       円 ※個人宛に案内等送付希望の方は
〇で囲んでください    【希望する】

※ご記入いただきましたお名前、ご住所等は、今後、経済調査会発行の雑誌、書籍、電子媒体および講習会等のご案内に使用させていただく場合がありますの

でご了承ください。なお、送本等の一部業務は、守秘義務を含む業務契約を締結した協力会社に委託することがあります。
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木下 誠也 編著

A5判  442頁  定価4,950円（本体4,500円＋税）

    公共工事における
契約変更の実際
受発注者のための設計変更と工期設定

令和4年5月発刊

◆ 契約約款と設計変更の関係は？

◆ 工期変更の留意点とは？

◆ 会計検査目線の設計変更とは？

◆ 海外の公共調達制度の特徴とは？

設計変更事例をわかりやすく解説！契約制度を理解して適切な設計変更を
行うための１冊！

5章  工期の設定
 5.1 工期に関する基礎知識
 5.2 工期の変更に関する基礎知識
 5.3 工期に影響を及ぼす協議・届け出
 5.4 工程遅延リスクの管理
 5.5 出来高管理
 5.6 工期変更を伴う設計変更事例

6章  設計変更と会計検査
 6.1 近年の工事に対する会計検査の特徴
 6.2 指摘事例からみた設計変更に

対する考え方
 6.3 建設業界の構造とその役割
 6.4 品確法遵守の重要性

7章  海外公共工事の積算と
契約の変更

 7.1 米国における公共工事の積算
 7.2 米国における公共工事契約の変更
 7.3 スイス等における公共調達制度
 7.4 公共工事の紛争事例

1章  公共工事の契約と設計変更
 1.1 公共工事の契約
 1.2 設計変更の重要性
 1.3 公共工事の契約規定

2章  設計変更の方法と条件明示
 2.1 設計変更と契約約款
 2.2 賃金又は物価の変動に基づく

請負代金額の変更（スライド条項）
 2.3 設計変更の円滑化に向けた取組み
 2.4 施工条件の明示

3章  設計変更の事例
 3.1 発注者・設計者を取り巻く環境の変化
 3.2 設計変更・契約変更の事例
 3.3 設計変更に関する質問と解説

4章  建設生産システムの
　　 生産性向上に向けた取組み
 4.1 品質の確保と建設生産システムの

向上に向けた課題
 4.2 入札契約段階における取組み
 4.3 施工段階における取組み
 4.4 総価契約単価合意方式
（精算段階における取組み）

主要目次



「BookけんせつPlaza」HPでのご注文は
送料サービス

FAXでのご注文は
送料450円（税込）

●お申込み承り後、請求書（官公庁：見積書・納品書を含む）と、支払い方法で選択された振込のご案内を送付し、商品を提供いたします。
●代引きおよびHP上のカード決済の取り扱いはしておりませんので、ご了承ください。 

お支払いに
つきまして

● お申し込み・お問い合わせは ●

‐O2022.05‐

申　　込　　書

定価4,950円（本体4,500円＋税） 申込数　　　　　  冊

検 索

詳細･無料体験版･ご購入はこちら

公共工事における契約変更の実際受発注者のための
設計変更と工期設定

※一部抜粋内容見本

03-6868-0901

※ご記入いただいた個人情報は、ご希望がある場合を除き、本件のお申し込み以外には使用いたしません。今後、当会発行の雑誌・書籍・電子媒体および講習会等の案内を希望される場合は、
　備考の該当欄を○で囲んでください。なお、送本等の一部業務は、守秘義務を含む業務契約を締結した協力会社に委託することがあります。

希望する

フリガナ

官公庁・
会 社 名
フリガナ フリガナ

部 署 名

住　  所

電話番号

アドレス

備　  考

〒 都道
府県

郡・区
市

個人宛に案内等送付希望の方は○で囲んでください。

担当者名

Eメール

1. 郵便振替（振替手数料無料） ※コンビニ支払可
2. 銀行振込（振込手数料はご負担願います）

支払方法
【選択】

当会からの
案内

改
訂

3.2 設計変更・契約変更の事例
【事例18 大都市における鋼製歩行者デッキの設計変更】

大都市の多車線道路交差点部における大規模歩行者デッキの新設・既設歩

道橋の撤去に当たり、発注者の施工条件明示をもとに、第三者被害の防止・

工事全体の安全対策を第一に、架設工法、作業時間帯、交通導線等の安全シ

ミュレーションを行い、無事故・無災害で工事を竣工した。

［設計での仕様・施工条件等］

① 当初設計及び変更の要因等

当初設計では、多段階に及ぶ架設手順・架設方法を提示するとともに、作業区分、

変更し、架設手順や作業時間帯の見直しに関する契約変更を行った。

工期の変更に関して、様々な基礎知識を理解した上で、受発注者共に協議
を行うことが望まれる。従前は、変更に関わる協議は根回しや精神論が先行し、
「結果良ければ、全て良し」という風潮があった。しかし、企業内会計法が整
備され、また、入札契約制度が指名競争から一般競争へ変化する中で、「結果
よりもプロセス」「密室協議から透明性」が求められる時代に変化している。
国土交通省は、設計変更ガイドライン、工事一時中止に関わるガイドライン、
設計変更照査ガイドラインを定めており、その他、コミュニケーションツー
ルとして、三者会議、ワンデーレスポンス、設計変更審査会の施策も定めて
いる。また、公共工事においては予算執行に関する制約（明許繰越し、事故
繰越し）が設けられている（5.2.2 参照）。これらの考え方が全ての発注者に
浸透していくかは今後の課題でもあるが、工期の変更や工事変更協議におい
て受注者は、変更に関わる各種ガイドラインや予算執行に関する手続きを理
解して、発注者との円滑な協議に資する能力を身に付けるべきである。

5.2 工期の変更に関する基礎知識

6.2.1　指摘事例の分類

検査院の近年の設計変更に係る指摘は、大きく次のように分類される。

① 当初設計と現場条件等が異なることが確認できたにもかかわらず、適切
な設計変更を行わないまま施工したため、所定の安全性を確保できなか
ったり、不適切な現象が生じていたりしているもの

② 発注者が契約とは異なる施工方法等を指示したことなどで積算と施工実
態が相違していることを確認しているにもかかわらず、設計変更を行わ
なかったことにより不経済が生じているもの

③ 不適切な設計変更により所定の安全性が確保できなかったり、不経済に
なったりしているもの

6.2  指摘事例からみた 設計変更に対する考え方

スイス連邦（以下、「スイス」という）は、1人当たりの名目GDP、建設業
の労働者 1人当たりの建設業GDPともにわが国と比べ約 2倍高く、スイス国
中でも建設業の労働条件は他産業と比べて良好な状況にある。こうした差が生
じる背景を明らかにすることは、わが国で生じている様々な課題、特に価格に
まつわる課題解決の知見を得るためには有用であると考えられることから、ス
イスにおいてヒアリング調査・文献調査を実施した。本節では、その結果に基
づきスイス等における労働条件の遵守を入札者に求める公共調達制度に着目
し、①公共調達の制度、②建設労働協約とその執行体制、③建設労働者の労務
管理、④欧州諸国の公共調達制度における労働条件の規定について調査の結果
分かったことについて述べる。

7.3.1　スイスの建設業の外観

（1） わが国とスイスについて

7.3 スイス等における公共調達制度


	改訂
	契約変更の実際_4c表
	契約変更の実際_4c裏


